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効率化が課題の特許調査

企業の研究開発部門や知財部門が、特許情

報から技術トレンドや自社・他社の技術領域

の違いを把握しようとするとき、これまでは

各国特許庁が特許に付与する特許分類コード

などを統計処理する方法がとられてきた。こ

うした「特許マップ」と呼ばれる分析は、専

用ツールなどにより簡単に行える利点がある

反面、分析結果が特許の専門家以外にはわか

りにくく、特許分類コードが自社の製品や技

術の切り分けと一致しないという問題もある。

より詳細に特許情報を分析する場合には、

数十ページにも及ぶ特許公報を 1件ずつ読み

込む「めくり」と呼ばれる作業が必要である。

分析対象が数千～数万件になると、意思決定

テキストマイニングによる特許・論文の分析
―特許情報の多様な活用に向けて―

企業において事業の選択と集中、および新事業の創出が大きな課題となるなか、事業と密接

な関係にある特許情報の分析に、近年大きな進歩がみられる。本稿では、NRIサイバーパテン

トが提供する「TRUE TELLERパテントポートフォリオ」の紹介を通じて、テキストマイニン

グ技術を使った特許情報分析の有効性や活用の可能性について考察する。

特　集　［知財業務を高度化するIT］

図１　コレスポンデンスマップの例（北陸三県における企業と大学関係者の出願テーママップ） 

提供）北陸先端科学技術大学院大学 

■産－学の出願テーマの遠近をマップ化 
■パートナーの組み合わせ候補を発見 

■大学関係者の出願は、電機・半導体、医薬・
バイオ、素材・化学に集中 
■建築・土木、情報処理・ソフトウェア、機械
・工作機械など、各県の特徴的な技術分野に
ついては、大学関係者の出願は少ない 
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の材料を得るまでにあまりに時間がかかり、

分析を断念せざるを得ないこともある。

テキストマイニングによる特許情報分析

こうした状況にあって、大量の特許公報の

記載内容にまで踏み込んだ分析ができる、テ

キストマイニング技術を用いた分析手法が注

目されている。NRIサイバーパテントでも、

野村総合研究所（NRI）のテキストマイニン

グツール「TRUE TELLER」を特許分析に

特化させた「TRUE TELLERパテントポー

トフォリオ」（以下、「TTL-PP」）の販売を

2005年から開始し、多くの企業・大学・研究

機関への販売および受託調査を行ってきた。

「TTL-PP」は以下の 2つの分析手法を備え

ている。

①マッピング分析

「TTL-PP」のマッピング分析は、特許公報

群に現れる言葉に基づいた独自のマッピング

手法により、分析対象とする技術分野におけ

る企業の位置や技術の広がりを、短時間で簡

単に可視化するものである。

図 1のコレスポンデンスマップはマッピン

グ分析の 1つで、特許を出願した各企業・大

学関係者（出願人）と、企業が使用する用語

の関係を 1枚のマップに表現することで企業

の位置付けを可視化する。この例では、北陸

三県における企業間連携や産学連携の可能性

を把握することなどが容易になる。

図 2はサーモグラフの例である。はじめに、

母集団の文中に頻出する技術用語について、

一緒に使われることの多い単語同士が近くな

るように自動配置し、単語の分布による技術

領域（「回路」「高周波伝送・電力供給」など）

を形成する。これを共通の下敷きとして、企

業別の特許出願の分布密度の広がりや変遷を

サーモグラフ（温度表示）として可視化する

ことで、自社の相対的な強み・弱み、パート

ナー企業との技術的な補完関係を把握できる。

図の例では、A社は「基盤貼付」に集中して
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NRIサイバーパテント
知的財産コンサルティング室
室長

中居　隆（なかいたかし）

専門は知的財産に関する調査・分析、
分析ソフトウェアの企画・開発

図２　サーモグラフの例（RFIDに関する企業間の技術比較） 

基盤貼付 基盤貼付 

回路 回路 

認証・識別 認証・識別 

変復調 変復調 

高周波伝送 
電力供給 

高周波伝送 
電力供給 

符号化・暗号化 符号化・暗号化 
ネットワーク 
データベース照合 

ネットワーク 
データベース照合 

〈A社〉 〈B社〉 
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いること、B社は「符号化・暗号化」「ネット

ワーク・データベース照合」を中心に幅広い

技術へ取り組んでいることがわかる。

②グルーピング分析

文献中に出現した用語を、頻度順のリスト

から選択・分類することにより、文献群を意

味的に仕分けし、出願傾向を定量的に分析す

るものである。図 3は、光触媒技術に関する

数千件の特許公報について意味的に仕分けし

て分析したものである。この例では、大学・

研究機関では「先端技術」に関する最近の特

許が多いこと、企業では「道路・交通」など

「用途」を特定した特許に特徴があることがわ

かる。

従来、企業においては人手でこうした仕分

けを行ってきたが、その場合、仕分けの「箱」

（「水浄化」「抗菌・防黴」など）をあらかじめ

決める必要があり、かつ、手戻りも頻繁に発

生した。テキストマイニングを利用すれば、

頻度順の単語リストを基に「箱」を設定しな

がら、同時に仕分けを行うことができる。

研究者・組織のつながりを可視化

NRIサイバーパテントでは、「TTL-PP」と

組み合わせて、研究者や組織間のつながりを

可視化することのできるネットワーク分析ツ

ールを提供している。

図 4は、ある研究機関の特許および論文デ

ータに基づいて、それぞれ共同出願、共著と

なっている研究者・組織のつながりをネット

ワーク図として表したものである。接続線の

上に重ねて表示されたキーワードから、それ

らの技術的つながりが把握できる。また、時

系列でつながりの変遷を可視化することも容

易である。

広がるテキストマイニング分析の用途

テキストマイニング技術を用いた特許分析

は、企業の技術的な強み・弱みの分析にとど

まらず、さまざまな目的・場面で活用が可能

である。以下にその例を紹介する。

①自社の要素技術（素材・部品）の用途探索

多くの企業が新事業の創出に苦慮するなか

で、既存の要素技術について、特許情報をヒ

ントに新たな事業機会を模索するものである。

たとえば、自社が保有する素材の特長（例：

耐熱性）などをキーワードとして、まず技術

分野の異なる特許まで幅広く抽出する。ここ

から、テキストマイニング技術を用いて技術

の用途に関する言葉を抽出することで、想定

特　集

図３　グルーピング分析の例 

「グループ×出願人×出願年」によるクロス分析 
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していなかった分野への適用や、

新たな技術提携・提供先のヒント

を得ることができる。

②取引先のキーパーソンの把握

素材メーカーや部品メーカーが

セットメーカーに自社製品を営業

する場合などに、相手企業の技術

的なキーパーソンに当たれないと

いうケースは少なくない。「TTL-

PP」とネットワーク分析を活用す

れば、相手企業の特許情報からキ

ーパーソンを見付けたり、競合他

社と相手企業とのつながりまで把握したりす

ることもできる。

③特許・論文の統合分析

特許情報に加えて論文情報を分析対象に加

えることで、特許出願が少ない大学や研究機

関での最先端の基礎研究の動向などを幅広く

把握することが可能となる。特に、医薬・化

学・素材分野の基礎研究や、基盤技術の分野

では、論文情報の分析は利用価値が高い。ま

た、特許の場合、出願されてから情報が公開

されるまでに制度上、1年半のタイムラグが

あるため、論文情報はこれを補完する上でも

有効である。

④産学連携の候補先の発掘

産学連携は、学会などを通じた個人的なつ

ながりや、技術雑誌などでたまたま見付けた

記事を契機としたつながりによることが多い。

企業における基礎研究の継続的な取り組みが

難しくなるなかで、特許・論文情報から幅広

くキーパーソンを探索できることは、連携の

ためにコンタクト先を見付ける上で有効であ

る。大学や研究機関においても、研究内容の

事業化は課題となっており、パートナー候補

を広く探索できることは有益である。

⑤技術政策・産業政策の効果測定

特許・論文情報の解析は、公的研究機関に

よる研究開発プロジェクトがどれだけの知的

財産を生み出し、その後の民間企業などによ

る技術開発にどう波及効果を与えているかを

分析するためにも有効である。また、特許・

論文の件数比較から、日本が優位な技術領域

を見極め、今後の技術政策や産業政策に活か

そうといった議論も行われている。

以上のようにテキストマイニングを用いた

特許分析の活用は、今後ますます広がってい

くものと思われる。 ■
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図４　研究者のつながりの可視化 

「中心性」の指数化・可視化により、つながりの中核に
なっている研究者を把握できる。 

※図中のアルファベットの部分は実際は個人名 


